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直接規制とは

 直接規制とは、排出量、生産工程・設備、原材
料などの指定、生産物の品質規制、製品・工程
の使用禁止などを通じて、環境を劣化させる活
動を直接に制限・禁止するものである。

⇒自由な選択を奪う環境規制のこと
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汚染物質の削減費用の差異
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直接規制（排出量規制）による削減

e1 e2

MC1 MC2

e1A e2Ae1D e2D

企業１ 企業２

ΔE/2

目的: 汚染物質の排出量をΔEだけ削減する。

ΔE/2

直接規制： 各企業に半分づつ負担させる。

MC1(e1D) > MC2(e2D)
MC1(e1D)

MC2(e2D)
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直接規制（排出量規制）のもとでの
削減費用
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環境税による削減

e1 e2

MC1 MC2

e1A e2Ae1＊ e2＊

企業１ 企業２

Δe1

目的: 汚染物質の排出量をΔEだけ削減する。

Δe2

環境税： 各企業に排出量を選ばせる。

t = MC1(e1＊) = MC2(e2＊)

MC1(e1＊) MC2(e2＊)

Δe1＋Δe2＝ΔE

t
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環境税のもとでの削減費用
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直接規制の非効率性

 行政当局は,直接規制により企業間の排出削減
費用を同一化出来ない。このため,直接規制で
は,排出削減費用が最小化されない。環境税や
排出権取引を用いることにより排出削減費用の
低下が望める。
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直接規制が使われてきた理由

 とはいうものの、環境政策の中では直接規制
が最も頻繁に利用されている。

 その理由としては

1. 環境保全上の効果が他の政策手段に比べて
確実であること。

2. 政策当局の経験が豊富であったこと。

などがあげられている。
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直接規制の特色

 直接規制の事例を調べると、行政が一定の政策
目的をもって規制を適用していることがわかる。

 以下で二酸化硫黄の総量規制を事例にとって調
べてみよう。
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二酸化硫黄総量規制とは

 工場・事業場が集積し施設ごとの排出規制のみ
によっては環境基準の達成が困難と考えられる
地域を国が指定する。

 当該都道府県知事は、地域全体での排出許容
総量を算出し総量削減計画を作成し、環境大臣
の承認を受けなければならない。
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規制の算定式

 Q = a・Wb （既設）

 Q = a・Wb + r・a {(W + Wi) - Wb} （新設）
 Q： 排出許容量

 Ｗ： 特定工場における全ばい煙発生施設の使用原
燃料の量

 Ｗi： 指定日以降に特定工場などに新設または増設
される全ばい煙発生施設の使用原燃料の量

 a： 知事が定める定数（業態別）

 b： 0.80～1.0で知事が定める定数（地域別）

 ｒ： 0.3～0.7で知事が定める定数
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直接規制の特色

 知事が設定する係数を眺めると、直接規制が次のよう
な特色をもつことが分かる。

1. 規制の対象となるのは大規模施設だけである
 大規模施設ほど厳しい環境対策が求められる。

2. 既存施設と新規施設の間で差別的な対応がなされて
いる。

 パラメータ ｒ の大きさが1より小さいが、これは行政が既設に
甘く、新設に厳しい対応をしていることを物語る。

3. 業種に応じて対応に差異がある。
 一般工場や都市ガス製造工場に対する規制が厳しく、発電所

や病院およびホテルに対する規制が緩い。


